
証券コード　1866
令 和 元 年 ６ 月 ４ 日

株 主 各 位
長 野 市 県 町 ５ ２ ４ 番 地

代表取締役
会長兼社長 北 野 貴 裕

第74回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第74回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お
手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示いただき、令和元年６月20日（木曜日）午後５時までに到着するようご返送くだ
さいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 令和元年６月21日（金曜日）午前10時
２．場 所 長野市西後町1625番地

北野文芸座
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第74期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）事業報告、連
結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件

２．第74期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）計算書類報告
の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 監査役４名選任の件

　　　以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.kitano.co.jp）に掲載させ
ていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告
(平成30年 4 月 1 日から
平成31年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国経済は、戦後最長の景気拡大期にあるとの政府発表の

通り、各種経済政策の効果により、企業収益、雇用・所得環境も堅調に改善されたこと
を受け景気は全般的に安定した動きを見せました。一方、世界経済においては米中貿易
摩擦、英国のEU離脱問題など保護主義的政策の影響から先行き不透明感が漂う状況に
ありました。

当社グループが主に事業を展開している建設業界においても、国内経済の回復基調に
陰りが見えつつあることから、設備投資意欲が減退し、受注競争が激化しつつありま
す。更に建設業界における慢性的な人手不足が顕在化しており労務単価が上昇し、更に
資機材単価の変動、鉄骨材・高力ボルトの納期長期化が発生するなど企業収益への影響
が懸念されるため、予断を許さぬ状況下にあります。

かかる状況下におきまして、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高779億
45百万円（前期比7.0％減）、営業利益46億18百万円（前期比5.5％減）、経常利益47
億12百万円（前期比6.5％減）、親会社株主に帰属する当期純利益27億51百万円（前
期比20.5％減）となりました。

当連結会計年度における当社の受注工事高につきましては、建築工事の「都立竹台高
等学校（３０）改築工事」、「穂高広域施設組合　新ごみ処理施設建設工事」、「南石
堂Ａ－１地区優良建築物等整備事業に伴う既存建物除却及び新築工事」等の大型工事の
受注もあり、総額では715億26百万円（前期比5.6％増）となりました。受注工事の工
事別内訳としては、建築工事が約85％、土木工事が約15％であり、発注者別内訳では、
官公庁工事が約17％、民間工事が約83％となりました。
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当社の完成工事高につきましては、建築工事の「（仮称）長野広域連合Ａ焼却施設建
設工事」、「東急ハーヴェストクラブ軽井沢＆ＶＩＡＬＡ新築工事」、「株式会社ハー
モニックプレシジョン　新工場建設工事」「（仮称）厚木冷凍冷蔵物流センター／プレ
シア食品工場新築工事」等の大型工事の完成により、総額では733億33百万円（前期比
7.4％減）となりました。完成工事の工事別内訳としては、建築工事が約88％、土木工
事が約12％であり、発注者別内訳では、官公庁工事が約21％、民間工事が約79％とな
りました。

当社の兼業事業売上高につきましては、11億23百万円（前期比4.7％増）となり、最
終的な当社の総売上高は744億57百万円（前期比7.2％減）となりました。

当社の当事業年度における各利益につきましては、営業利益44億30百万円（前期比
5.1％減）、経常利益46億７百万円（前期比4.2％減）、当期純利益27億26百万円（前
期比18.7％減）となりました。
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　セグメント別売上高
（単位：百万円）

セグメント別

第73期
（前連結会計年度）

平成30年３月期

第74期
（当連結会計年度）

平成31年３月期 前 期 比
増 減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

％ ％ ％
建 設 事 業 79,861 95.3 74,014 95.0 △7.3

ゴ ル フ 場 事 業 246 0.3 237 0.3 △3.6

ホ テ ル 事 業 2,226 2.6 2,213 2.8 △0.6

広 告 代 理 店 事 業 1,647 2.0 1,555 2.0 △5.5

消 去 又 は 全 社 △179 △0.2 △75 △0.1 -

合 計 83,802 100.0 77,945 100.0 △7.0

②　設備投資の状況
当連結会計年度中の企業集団の設備投資の総額は、５億51百万円であり、その

主なものは、当社の建設事業における事業用地等の取得費用３億８百万円のほ
か、子会社の広告代理店事業における備品等の取得１百万円、ゴルフ場事業にお
ける施設維持等に関する費用４百万円等です。

③　資金調達の状況
当連結会計年度中につきましては、増資等特記すべき調達は行っていません。
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第71期
平成28年３月期

第72期
平成29年３月期

第73期
平成30年３月期

第74期
(当連結会計年度)
平成31年３月期

売 上 高 (百万円) 72,329 71,058 83,802 77,945

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円) 2,167 3,321 3,462 2,751

一 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 348.41 533.60 569.71 474.30

総 資 産 (百万円) 54,190 60,623 64,261 58,423

純 資 産 (百万円) 28,401 31,745 33,823 33,660

一 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 4,437.26 5,031.47 5,565.19 5,273.78
　（注）１．一株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しています。また期中平均発行

済株式数については自己株式を控除して算出しています。
　　　　２．平成30年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行ったため、第71期（平

成28年３月期）の期首に当該株式併合が行われたものと仮定して一株当たり当期純利益及び一株
当たり純資産額を算定しています。

　　　　３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を
当連結会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度の総資産の金額については、当該会計
基準等を遡って適用した後の金額になっています。
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　重要な親会社の状況

　該当がありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当 社 の

議 決 権 比 率 主 要 な 事 業 内 容
千円 ％

川 中 嶋 土 地 開 発 株 式 会 社 400,000 91.69 ゴルフ場の経営
千SI$ ％

ソ ロ モ ン キ タ ノ メ ン ダ ナ ホ テ ル リ ミ テ ッ ド 10,000 100.00 ソロモンキタノメンダナホテル
の経営

千US$ ％
サ ク ラ ハ ノ イ プ ラ ザ イ ン ベ ス ト メ ン ト
カ ン パ ニ ー リ ミ テ ッ ド 20,000 99.50

ホテルデュパルクハノイ（前ホ
テルニッコーハノイ）のホテル
事業への投資

千円 ％
株式会社アサヒエージェンシー 100,000 59.52 広告代理店

③　重要な関連会社の状況
　　該当がありません。
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⑷　対処すべき課題
当社グループが主に事業を展開している建設業界においては、国内経済の回復基調に陰

りが見えつつあり、設備投資意欲が減退することで受注面において同業他社と厳しい競争
が再燃しています。更に技能労働者の慢性的な人手不足による労務単価の上昇、資機材単
価の上昇リスク、鉄骨材や高力ボルトの調達長期化など懸念材料も顕在化しているため、
収益面でも予断を許さぬ状況下にあります。

かかる状況下において、①顧客を含む各ステークホルダーからの信頼を第一義として高
品質・高付加価値なものづくりに徹すること、②受注時において工事案件ごとに顧客ニー
ズと収益性の把握のために積極的な営業情報の収集活動に努めること、③原価管理におい
て調達コストに関する市場の動きに細心の注意を払い早期発注等の管理を通じて収益確
保の強化を図ること、これらの基本方針の徹底を図ります。

更に中長期的な視点に立ち、①研修制度の更なる充実を図り、当社及び当社グループの
次世代を担う人材の育成、技能・知識の継承、安定的な人材を確保すること、②持続的な
成長戦略を描けるよう業務の形骸化リスクの排除に積極的に取り組むこと、③過重労働時
間削減に向けた業務効率化の推進により社員の健康増進を図ること、これらを対処すべき
課題として取り組んで参ります。

上記方針や課題の達成に向けて、全役職員一丸となって努力して参ります。

（経営理念及び経営方針等）
　（経営理念）

　「顧客からの信頼を第一義に考え、高品質・高付加価値なものづくりに徹し、社会の期
　待に応え、ともに発展する」

　（経営方針）
　１．高品質・高付加価値なものづくり
　２．コンプライアンスの重視とコーポレート・ガバナンスの強化
　３．地域密着型経営
　４．積極かつ堅実経営
　５．少数精鋭
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　（事業活動の３原則）
　「品質管理」

ものづくり企業として顧客からの要望の実現に向け取り組むことを第一義の使命
と考え、高品質・高付加価値な商品の提供と、絶え間ない技術変革に対応する技術者
の育成に努めて参ります。

　「安全管理」
すべての役職員ならびに工事に携わる協力企業の作業員は、労働安全衛生管理を徹

底し、労働災害およびその他災害事故の発生を防止します。
　「コンプライアンスの徹底」

法令や社会規範を遵守し、経営に健全なコーポレート・ガバナンスが機能し、かつ
確保されるよう努めて参ります。

　（各指針等）
　１．高品質・高付加価値なものづくり

　１）コンプライアンスの徹底
　２）営業・現業部門間の情報共有による顧客ニーズの把握徹底
　３）各種リスクの認識と適切な管理（情報の共有化徹底）

　２．営業指針
　１）選別受注の徹底（収益性と債権保全の重視）
　２）計画的な顧客訪問実施による情報収集の徹底
　３）土地情報等の優良情報の収集及び分析

　３．人材・組織戦略
　１）適材適所の徹底、社員配置の適正化
　２）社員教育の徹底、研修制度の充実、世代間の技能・知識継承
　３）業務効率化による過重労働時間の削減

　４．財務戦略
　１）安定配当の継続
　２）健全な財務体質の堅持
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⑸　主要な事業内容（平成31年３月31日現在）
セ グ メ ン ト 区 分 主 要 な 事 業 内 容 会 社

建 設 事 業 建築土木の設計施工及び建設
に関する情報収集 北野建設株式会社

ゴ ル フ 場 事 業 ゴルフ場経営 川中嶋土地開発株式会社

ホ テ ル 事 業 ホテル経営
北野建設株式会社
ソロモンキタノメンダナホテルリミテッド
サクラハノイプラザインベストメントカンパニー
リミテッド

広 告 代 理 店 事 業 広告の代理店 株式会社アサヒエージェンシー

⑹　主要な事業所（平成31年３月31日現在）

北 野 建 設 株 式 会 社

本 社 長野県長野市県町524番地

支 店 東京、大阪、松本

営 業 所 上田、軽井沢、佐久、白馬、上越、富山、飯田、
諏訪、安曇野、横浜、埼玉、千葉、新潟

川 中 嶋 土 地 開 発 株 式 会 社 本 社 長野県長野市

ソロモンキタノメンダナホテルリミテッド ホ テ ル ソロモン諸島国ホニアラ市

サクラハノイプラザインベストメント
カ ン パ ニ ー リ ミ テ ッ ド 本 社 中国香港

株 式 会 社 ア サ ヒ エ ー ジ ェ ン シ ー 本 社 長野県長野市

※本社建替に伴い、令和元年５月７日より山王ビル（長野市中御所岡田45番地１）に仮移転しています。

⑺　従業員の状況（平成31年３月31日現在）
従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,009名 △24名

⑻　主要な借入先の状況（平成31年３月31日現在）
　　該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（平成31年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 20,000,000株
⑵　発行済株式の総数 6,836,853株
⑶　株主数 5,745名（前期末比510名減）
⑷　大株主（上位10名）

株　　　主　　　名 持株数 持株比率

一 般 財 団 法 人 北 野 財 団 800千株 12.71％

北 野 管 財 合 同 会 社 483千株 7.68％

㈱ テ ル ・ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 434千株 6.89％

共 栄 火 災 海 上 保 険 ㈱ 316千株 5.03％

㈱ 八 十 二 銀 行 294千株 4.68％

㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 294千株 4.68％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 ㈱ 180千株 2.87％

㈱ 松 屋 136千株 2.16％

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 131千株 2.09％

浅 井 輝 彦 113千株 1.79％

（注）１．当社は自己株式544,279株を所有していますが、上記大株主からは除いています。
　　２．持株比率は自己株式544,279株を控除して計算しています。

⑸　その他株式に関する重要な事項
　　平成30年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行ったため、発

行可能株式総数は180,000,000株減少し20,000,000株となっており、発行済株式の総数は
61,531,679株減少し6,836,853株となっています。また、同日付で、単元株式数を1,000
株から100株へ変更しています。
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３．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の氏名等（平成31年３月31日現在）

会社における地位 氏名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長兼社長
執 行 役 員 社 長 北 野 貴 裕 ㈱アサヒエージェンシー　代表取締役会長

川中嶋土地開発㈱　代表取締役社長

取 締 役
専 務 執 行 役 員 山 﨑 義 勝 本社建築事業本部長、安全管理本部長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 小 　 澤 　 善 太 郎 本社建築事業本部　渉外・営業担当

取 締 役 宇 田 好 文 Oakキャピタル㈱　社外取締役
㈱フライトホールディングス　社外取締役

取 締 役 矢 　 崎 　 ふ み 子 山田＆パートナーズアカウンティング㈱　取締役
税理士法人山田＆パートナーズ　顧問

常 任 ( 常 勤 ) 監 査 役 滝 沢 　 登

監 査 役 尾 和 慶 襯 税理士法人尾和税経事務所　社員

監 査 役 西 村 敏 行

監 査 役 酒 井 信 喜

（注）１．取締役　宇田好文、矢崎ふみ子は社外取締役であり、当社は各氏を東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として指定し、同取引所に届け出ています。

２．監査役　尾和慶襯、西村敏行及び酒井信喜はいずれも社外監査役です。
３．常任（常勤）監査役　滝沢登、監査役　尾和慶襯、西村敏行、酒井信喜は以下のとおり、財務及び
　　会計に関する相当程度の知見を有しています。
　　・常任（常勤）監査役　滝沢登は、長年にわたり当社の経理部に在籍し、経理・財務業務に携わっ
　　　てきた経験を有しています。
　　・監査役　尾和慶襯は税理士の資格を有しています。
　　・監査役　西村敏行、酒井信喜は金融機関における長年の経験を有しています。
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　当社は執行役員制度を導入しており、平成31年３月31日現在における取締役を兼務しない執
行役員は次のとおりです。

役 　 　 職 氏 名 担 　 　 当

常 務 執 行 役 員 竹 内 逸 生 東京建築事業本部営業本部長兼関西地区担当

常 務 執 行 役 員 北 川 清 人 東京建築事業本部建築本部長
安全管理本部副本部長

執 行 役 員 守 安 修 一 本社建築事業本部副本部長（技術担当）

執 行 役 員 久 保 　 聡 人事本部長

執 行 役 員 南 澤 光 弥 本社建築事業本部副本部長（営業担当）兼
CSR推進室部長

執 行 役 員 山 仲 健 司 東京建築事業本部建築副本部長

執 行 役 員 北 村 真 一 東京建築事業本部　営業本部副本部長

執 行 役 員 小 林 政 勝 東京建築事業本部　営業担当

執 行 役 員 森 　 一 誠 東京建築事業本部　積算、実行予算、設計担当

執 行 役 員 五 明 　 淳 土木事業本部長

執 行 役 員 塚 田 美 一 経理本部長兼経理部長兼経営企画室部長

執 行 役 員 岩 波 智 成 松本支店長

執 行 役 員 椙 村 定 夫 管理本部長兼ＣＳＲ推進室長
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⑵　取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

５名
(２)

170,600千円
(14,400)

監 査 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）

４
(３)

44,400
(14,400)

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

9
(5)

215,000
(28,800)

（注）１．取締役の報酬の額には、使用人兼取締役の使用人分給与は含まれていません。
２．取締役・監査役の報酬の額には、役員賞与引当金の繰入額45,800千円が含まれています。

　　　３．平成20年６月27日開催の第63回定時株主総会において、役員退職慰労金の打切り支給を決議して
います。当事業年度末現在における今後の打切り支給予定額は、以下のとおりです。なお、支給時
期は各役員の退任時としています。
・取締役１名　55,400千円
・監査役１名　 1,230千円（うち社外監査役１名　1,230千円）

⑶　社外役員に関する事項
①　当事業年度における主な活動状況

氏　　名 取 締 役 会 （ ５ 回 開 催 ） 監 査 役 会 （ ６ 回 開 催 ）

宇　田　好　文
（社外取締役）

当事業年度に開催された取締役会５
回全てに出席し、必要に応じて議案
の審議に必要な発言を行っていま
す。

－

矢　崎　ふみ子
（社外取締役）

当事業年度に開催された取締役会５
回全てに出席し、必要に応じて議案
の審議に必要な発言を行っていま
す。

－

尾　和　慶　襯
（社外監査役）

取締役会５回全てに出席し、必要に
応じて発言を行っています。

監査役会６回全てに出席し、監査役
会における議案審議のための発言を
行っています。

西　村　敏　行
（社外監査役）

取締役会５回全てに出席し、必要に
応じて発言を行っています。

監査役会６回全てに出席し、監査役
会における議案審議のための発言を
行っています。

酒　井　信　喜
（社外監査役）

取締役会５回全てに出席し、必要に
応じて発言を行っています。

監査役会６回全てに出席し、監査役
会における議案審議のための発言を
行っています。
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②　他の法人等との兼職状況
・取締役宇田好文氏はOakキャピタル㈱社外取締役及び㈱フライトホールディングス社

外取締役を兼職しています。なお、これらの兼職先と当社との間には特別の関係はご
ざいません。

・取締役矢崎ふみ子氏は税理士法人山田＆パートナーズ顧問、山田＆パートナーズアカ
ウンティング㈱取締役を兼職しています。なお、これらの兼職先と当社との間には特
別の関係はございません。

・監査役尾和慶襯氏は税理士法人尾和税経事務所社員を兼職しています。なお、当社は
税理士法人尾和税経事務所との間で、税理業務の顧問契約を結んでいます。
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４．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称　　　　監査法人　Ａ＆Ａパートナーズ
⑵　会計監査人の報酬等の額

支 払 額

①　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31,000千円

②　当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭
　　その他の財産上の利益の合計額 31,000千円

　（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
　　　　　　査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、①の報酬等の額
　　　　　　にはこれらの合計額を記載しています。
　　　　２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、前
　　　　　　事業年度の監査計画と実績の比較、監査時間及び報酬額の推移を確認したうえで、当事業年度の
　　　　　　監査予定時間及び報酬額の妥当性等を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第
　　　　　　399条第１項の同意を行っています。
　　　　３．当社の重要な子会社のうち在外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監
　　　　　　査法人（外国におけるこの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けています。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目のいずれかに該当する
　と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
　　また、監査役会は、会計監査人としての適格性、独立性や信頼性などを勘案し、会計監
　査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提
　出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社は、取締役会において、業務の適正を確保するための体制（いわゆる内部統制システ
ム）に関する基本方針を次のとおり決議しています。
⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社及びグループ会社の役職員は法令及び定款を遵守し、健全な社会規範の下にその職
務を遂行するため「北野建設グループ企業行動指針」に基づいて行動することを徹底する。
また、行動指針に則り、反社会的勢力・団体に対しては毅然とした態度で臨み、反社会的
行為は行わない。
　取締役及び従業員が法令違反の疑義のある発見をした場合は、内部通報制度規則に基づ
き速やかに対処する。なお、内部通報制度に基づく報告をした者に対して、解雇その他の
一切の不利益が生じないことを確保する。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　文書取扱要綱に従い、取締役の職務の執行に係る情報を保存、管理し、取締役又は監査
役から閲覧の要請があった場合には、閲覧できるものとする。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　コンプライアンス、収益、品質、災害、環境、情報セキュリティ等に係るリスクにつ

いては、リスク管理委員会を設け、当社及びグループ会社についてのリスク管理規則を
定め、リスク管理体制を構築する。

②　各部門の長は自部門に関するリスク管理体制を明確にし、リスク管理の状況を定期的
に取締役会に報告する。

③　内部監査部門は部署ごとのリスク管理の状況を監査し、取締役会に報告する。
⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　当社は執行役員制度を導入し、取締役会は業務執行権限を執行役員に委任し、経営の
意思決定の迅速化、監督機能の強化等経営機能に専念する。

②　執行役員会は原則として毎月開催し、執行役員会規則に定める事項を決議し、その結
果を取締役会に報告する。

③　取締役会は定期的に開催し、取締役会規程に定める重要事項を決議する。
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⑸　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　北野建設グループ企業行動指針、リスク管理規則をグループ会社にも適用し、当社及

びグループ会社の業務の適正化を図るとともに、内部通報制度についても通報窓口をグ
ループ会社にも開放し周知することにより、当社及びグループ会社におけるコンプライ
アンスの実効性を確保する。

②　組織規則に基づきグループ会社管理の担当部署を置き、グループ会社の状況に応じて
必要な管理を行う。

③　担当部署は、グループ会社の営業成績や重要事項について、定期的に報告を受ける。
④　担当部署は、グループ会社に重大なリスクが発生した場合は、速やかに報告を受ける

体制を整える。
⑤　グループ会社に対して、内部監査部門による監査を実施する。

⑹　監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体
制
①　監査役がその職務を補助する使用人を求めた場合には、必要に応じて監査役付担当者
　を選任する。
②　監査役付担当者が他部署の使用人を兼務する場合には、監査役から指示を受けたとき
　には、その業務を優先して従事するものとする。

⑺　前号の使用人の取締役からの独立に関する事項
　上記監査役付担当者の処遇及び評価については、事前に監査役と協議する。

⑻　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体
制
①　当社及びグループ会社の役職員は、会社に損害を及ぼす事実及び法令、定款違反が発

生したときには、速やかに監査役に報告する。
②　内部通報の調査結果、リスク管理委員会、査問委員会等の活動状況を速やかに監査役

に報告する。
③　重要事項の稟議書は決裁後、速やかに監査役に供覧する。

⑼　監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないこと
を確保するための体制
　監査役への報告をした者に対して、解雇その他の一切の不利益が生じないことを確保す
る。
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⑽　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　　監査役は、必要に応じて法律、会計等の専門家に相談することができ、その費用は会社
が負担するものとする。

⑾　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　①　監査役は、代表取締役、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催する。
　②　監査役は、必要に応じて重要な会議に出席することができ、また意見を述べることが

　できる。
　③　監査役は職務の遂行に必要と判断したときは、いかなるときも取締役及び使用人なら

　びに会計監査人に対して報告を求めることができる。

－ 18 －



６．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、前記業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づいて、体制の整
備とその適切な運用に努めています。当事業年度における当該体制の運用状況の概要は、次
のとおりです。
⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　当社は、取締役及び従業員の意思統一を図り、全社一丸となって業務に邁進することを

目的として「経営理念」「経営方針」を明示し、業務の根底にある考え方を示し、共有し
ています。

　　また、法令の遵守に加え、社会から倫理的に求められる行動について定めた「北野建設
グループ企業行動指針」の当社及びグループ会社の役職員への周知・教育を実施し、浸透
を図っています。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　当社は、株主総会議事録、取締役会議事録及び計算書類等について、法令の定めに則り

保存期間を設定し、適切に保存しています。
⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　当社及びグループ会社の主要な損失の危険について、取締役会、執行役員会及び執行役

員部長会等を通じて各部門の長から定期的に報告を受けるとともに、品質、環境に係るリ
スクについては、マネジメントレビュー会議において、管理状況の確認を行いました。

　　また、情報セキュリティについては、情報セキュリティ管理規則及び情報機器取り扱い
要綱を制定し、情報の管理及びセキュリティ対策を図っています。

　　また、当社は、大地震・台風・大雨・洪水・大雪・火山噴火による被害を軽減するため
の対策及び準備を行うため、事業継続計画書を整備し、当事業年度においては、大地震を
想定した総合訓練を計1回、安否確認サービスを利用した安否確認訓練を計14回、災害用
伝言板サービスを利用した安否確認訓練を計3回行いました。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　当社は、取締役会規程等に基づき、取締役会における決議事項等の意思決定のルールを

明確化しています。当事業年度においては、取締役会を計５回開催しました。
　　また、当社は、経営上の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、各々の機能の活

性化を図ることを目的として、執行役員制度を導入しており、迅速かつ戦略的な経営を図
っています。
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⑸　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　　当社グループ会社の経営管理については、当社の経理本部にてグループ会社の状況に応

じて管理するとともに、リスク管理規則等に基づき、グループ会社から当社の担当部署に
対して速やかに報告を受けています。

　　また、内部監査部門は、グループ会社に対する監査を実施しており、グループ経営に対
応したモニタリングを実施しています。

⑹　監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体
制

　　当社は、監査役の監査機能強化を図るため、他部署と兼務の使用人が監査役付担当者と
して監査役の業務を補助しています。

⑺　前号の使用人の取締役からの独立に関する事項
　　監査役の業務を補助する監査役付担当者は、監査役から指示を受けたときには、その業
　務を優先して従事しています。
⑻　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体

制
　　当社及びグループ会社の役職員は、取締役会、執行役員会及び執行役員部長会等におい

て、重要な職務の遂行状況を監査役に報告しています。
⑼　監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないこと

を確保するための体制
　　当社及びグループ会社は、前号の報告をした者に対して、解雇その他の一切の不利益が

生じないことを確保することを目的として、内部通報制度規則を整備し、当社及びグルー
プ会社の役職員に周知・運用しています。

⑽　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　　当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該
職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針を定めて、当該方針を適切に運
用しています。

⑾　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　監査役は、当事業年度においては、意見交換会を代表取締役と計2回、会計監査人と計4

回、それぞれ実施したほか、取締役会、執行役員会及び執行役員部長会等の重要な会議に
出席しています。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成31年３月31日現在）

　（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受取手形・完成工事未収入金等
有 価 証 券
販 売 用 不 動 産
未 成 工 事 支 出 金
そ の 他 の た な 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
コ ー ス 勘 定
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

35,571,912
10,434,064
18,805,992

50,087
3,477,895

611,487
81,378

2,142,323
△31,316

22,851,691
14,115,727
12,053,101
2,732,575
2,807,683

770,729
6,657,801

81,789
46,550

△11,034,504
249,777
249,777

8,486,187
6,344,395

19,782
537,672
48,214

1,569,216
△33,094

流 動 負 債 21,607,252
支払手形・工事未払金等 13,715,919
未 払 法 人 税 等 959,255
未 成 工 事 受 入 金 4,900,728
開 発 事 業 等 受 入 金 724
賞 与 引 当 金 328,190
役 員 賞 与 引 当 金 49,450
完 成 工 事 補 償 引 当 金 88,159
社 屋 建 替 損 失 引 当 金 229,678
そ の 他 1,335,145

固 定 負 債 3,155,429
退 職 給 付 に 係 る 負 債 71,215
会 員 預 託 金 2,060,700
繰 延 税 金 負 債 805,415
そ の 他 218,098
負 債 合 計 24,762,682

純 資 産 の 部
株 主 資 本 31,257,499
資 本 金 9,116,491
資 本 剰 余 金 3,188,628
利 益 剰 余 金 20,677,577
自 己 株 式 △1,725,198

その他の包括利益累計額 1,928,176
その他有価証券評価差額金 1,687,509
為 替 換 算 調 整 勘 定 208,880
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 31,786

非 支 配 株 主 持 分 475,245
純 資 産 合 計 33,660,921

資 産 合 計 58,423,604 負 債 純 資 産 合 計 58,423,604
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連 結 損 益 計 算 書
(平成30年 4 月 1 日から
平成31年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

完 成 工 事 高 73,333,714
完 成 工 事 原 価 64,970,015

完 成 工 事 総 利 益 8,363,699
兼 業 事 業 売 上 高 4,612,066
兼 業 事 業 売 上 原 価 3,072,679

兼 業 事 業 総 利 益 1,539,386
総 売 上 高 77,945,780
総 売 上 原 価 68,042,694

売 上 総 利 益 9,903,086
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,284,829

営 業 利 益 4,618,256
営 業 外 収 益

受 取 利 息 22,110
受 取 配 当 金 132,898
名 義 書 換 料 2,100
会 員 権 引 取 差 額 86,750
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 777
雑 収 入 19,250 263,887

営 業 外 費 用
支 払 利 息 25,810
為 替 差 損 109,074
雑 支 出 34,364 169,249
経 常 利 益 4,712,894

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 2,142 2,142

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 1,105
社 屋 建 替 損 失 引 当 金 繰 入 額 229,678
減 損 損 失 217,359
そ の 他 1,341 449,485

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,265,552
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,593,648
法 人 税 等 調 整 額 △98,529 1,495,118
当 期 純 利 益 2,770,433
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 19,296
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,751,136
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連結株主資本等変動計算書
(平成30年 4 月 1 日から
平成31年 3 月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

平成30年４月１日　残高 9,116,491 5,716,381 18,525,967 △2,260,425 31,098,415
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △599,527 △599,527
親会社株主に帰属する当期純利益 2,751,136 2,751,136
自 己 株 式 の 取 得 △2,000,526 △2,000,526
自 己 株 式 の 処 分 △2,527,752 2,535,754 8,001
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △2,527,752 2,151,609 535,227 159,084
平成31年３月31日　残高 9,116,491 3,188,628 20,677,577 △1,725,198 31,257,499

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

平成30年４月１日　残高 2,004,637 △1,877 271,752 △8,120 2,266,390 458,481 33,823,287
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △599,527
親会社株主に帰属する当期純利益 2,751,136
自 己 株 式 の 取 得 △2,000,526
自 己 株 式 の 処 分 8,001
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △317,127 1,877 △62,872 39,906 △338,214 16,764 △321,450

連結会計年度中の変動額合計 △317,127 1,877 △62,872 39,906 △338,214 16,764 △162,366
平成31年３月31日　残高 1,687,509 － 208,880 31,786 1,928,176 475,245 33,660,921

－ 23 －



連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　４社
・連結子会社の名称

　川中嶋土地開発株式会社
　ソロモンキタノメンダナホテルリミテッド
　サクラハノイプラザインベストメントカンパニーリミテッド
　株式会社アサヒエージェンシー

　　②　非連結子会社の状況
　　　・主要な非連結子会社の名称
　　　　　株式会社キタノプロパティ
　　　（連結の範囲から除いた理由）
　　　　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う
　　　額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及
　　　ぼしていないためです。

２．持分法の適用に関する事項
　持分法を適用していない非連結子会社（㈱キタノプロパティ）及び関連会社（㈱戸隠、
㈱須坂スクールランチサービス）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微
であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しています。

３．連結子会社等の事業年度に関する事項
　連結子会社のうちソロモンキタノメンダナホテルリミテッド及びサクラハノイプラザイ
ンベストメントカンパニーリミテッドの決算日は、平成30年12月31日です。連結計算書
類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しています。ただし、平成31年１
月１日から連結決算日平成31年３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連
結上必要な調整を行っています。
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等による時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
②　デリバティブ　　　　　　　　　時価法
③　たな卸資産

未成工事支出金　　　　　　　　個別法による原価法
販売用不動産　　　　　　　　　個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法により算定）
開発事業等支出金　　　　　　　個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法により算定）
材料貯蔵品　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法により算定）

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は、定率法によっています。ただし、建物（附属設備は除
く）ならびに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物、賃貸用不動
産は定額法によっています。在外連結子会社は、所在地国の会計基準の規定に基づく
方法によっています。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっています。
　なお、主な耐用年数は次のとおりです。
　建物及び構築物　　　　　２～50年
　機械装置及び運搬具　　　２～17年
（少額減価償却資産）
　取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を
採用しています。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しています。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づいています。
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③　リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

  ⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②　賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計
上しています。

③　役員賞与引当金
　役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しています。

④　完成工事補償引当金
　完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対す
る将来の見積補償額に基づいて計上しています。

　　⑤　工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の
発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失
見込額を計上しています。

　　⑥　社屋建替損失引当金
　当社の本社建替に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見積った建替関連の損
失見込額を計上しています。

　⑷　退職給付に係る会計処理の方法
　　①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっています。

　　②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により費用処理しています。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処理しています。
　また、国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給
付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して
います。
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　⑸　重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め
られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他
の工事については工事完成基準を適用しています。
　なお、工事進行基準による完成工事高は、71,934,002千円です。

⑹　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、各社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、各社の決算日の
直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上して
います。

⑺　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法
　　　繰延ヘッジ処理によっています。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　海外工事における必要資金の調達について先物為替予約を利用しています。これ

によりキャッシュ・フローが固定され、円安方向への為替変動による工事収支の悪
化を回避しています。

③　ヘッジ方針
　　　先物為替予約の締結は、稟議決裁を受けた後にこれを行い、以後の契約の実行及

び管理は経理部において行われています。
④　ヘッジの有効性評価の方法
　　　為替予約については、ヘッジ手段とヘッジ対象が同一通貨であることから為替相

場の変動によるキャッシュ・フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、
有効性の評価を省略しています。

⑻　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　消費税等の会計処理基準
　　税抜方式によっており、控除対象外の消費税及び地方消費税は、当期の費用として
　処理しています。
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５．連結貸借対照表に関する注記
　　住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設瑕疵担保保証金として、下記の資産を供託してい
　ます。

有価証券 50,087千円
投資有価証券 108,916千円

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 6,836,853株
⑵　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

平成30年６月22日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しています。
・普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 599,527千円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 10.0円
基準日
効力発生日

平成30年３月31日
平成30年６月25日

（注）平成30年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っ
ています。「１株当たり配当額」につきましては、当該株式併合前の金額
を記載しています。

⑶　当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
令和元年６月21日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定です。
・普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 629,257千円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 100.0円
基準日 平成31年３月31日
効力発生日 令和元年６月24日
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７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
　①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、銀行借入によ
り資金を調達しています。デリバティブは、海外工事に係る為替変動リスクを回避する
ために利用し、投機的な取引は行わない方針です。

　②　金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制
　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されていま
す。当該リスクに関しては、当社の受注管理を定めた社内規定に従い、取引先ごとの信
用状況を検討する体制としています。また、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う
と共に、主な取引先の信用状況を四半期ごとに把握しています。
　投資有価証券（有価証券を含む）は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒
されていますが、経理部において四半期ごとに時価の把握を行っています。
　営業債務である支払手形・工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日で
す。
　借入金は、主に営業取引に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リス
クに晒されていますが、経理部において市場金利動向を把握しています。
　デリバティブ取引は、海外工事に係る為替変動リスクに備えるため、現地工事資金の
調達につき為替予約取引を行っています。デリバティブ取引の執行・管理については、
取引権限を定めた社内規定に従っています。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次に資
金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあり
ます。
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　⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成31年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含ま
れていません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

① 現金及び預金 10,434,064千円 10,434,064千円 -
② 受取手形・
　 完成工事未収入金等 18,805,992千円 18,805,992千円 -
③ 有価証券 50,087千円 50,087千円 -
④ 投資有価証券 4,789,177千円 4,789,177千円 -

資産計 34,079,321千円 34,079,321千円 -
① 支払手形・
　 工事未払金等 13,715,919千円 13,715,919千円 -

負債計 13,715,919千円 13,715,919千円 -
デリバティブ取引 - - -

　(注)１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資産
①　現金及び預金

　預金はそのほとんどが短期であり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっています。

②　受取手形・完成工事未収入金等
　受取手形・完成工事未収入金等は、そのほとんどが短期間で決済されるため、時価
は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額を時価としています。

　 ③④　有価証券及び投資有価証券
　有価証券及び投資有価証券の時価の算定は、株式等は取引所の価格によっており、
債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっています。
　なお、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差異は以下のとおりです。

種類 連結貸借対照表
計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 4,604,987千円 2,255,587千円 2,349,399千円

債券 159,003千円 154,971千円 4,032千円

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式 23,816千円 28,350千円 △4,534千円

債券 51,457千円 51,572千円 △115千円
合計 4,839,264千円 2,490,481千円 2,348,782千円
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負債
①支払手形・工事未払金等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっています。

　　デリバティブ取引
　　　時価の算定は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。
　(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表
計上額

① 非上場株式（※1） 1,555,218千円
② 会員預託金（※2） 2,060,700千円

※１　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られることから、時価の表示をしていません。

※２　会員預託金については、返済時期が確定していないため将来キャッシュ・フローを
見積ることができません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認めら
れることから、時価の表示をしていません。

　(注)３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

① 現金及び預金 10,434,064千円 - - -
② 受取手形・
　 完成工事未収入金等 18,805,992千円 - - -
③ 投資有価証券のうち
　 満期があるもの
　　　・国債 50,000千円 74,000千円 34,000千円 -
　　　・社債 - 50,000千円 - -

合計 29,290,057千円 124,000千円 34,000千円 -

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 5,273円78銭
１株当たり当期純利益 474円30銭

　平成30年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行ったため、当連結
会計年度の期首に当該株式併合が行われたものと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当
たり純資産額を算定しています。
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９.表示方法の変更に関する注記
　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）
を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示
し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しています。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
令和 元 年 ５ 月 20 日

北 野 建 設 株 式 会 社
取締役会 御中

 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 村 田 征 仁 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮之原　大　輔 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、北野建設株式会社の平成30年４月１日から平成
31年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類
の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、北野建設株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第74期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について
　報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
　応じて説明を求めました。
⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
　取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
　ともに、以下の方法で監査を実施しました。
　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
　　告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
　　て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
　　役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
　　の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
　　のとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
　　容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
　　等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
　　表明いたしました。
　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
　　ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
　　た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
　　算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会
　　計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果
　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
　　　認めます。
　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
　　　れません。
　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
　　　システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
　　　められません。
　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　　会計監査人　監査法人A&Aパートナーズの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　⑶　連結計算書類の監査結果
　　　　会計監査人　監査法人A&Aパートナーズの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和元年５月23日
北野建設株式会社　監査役会
常任（常勤）監査役 滝 沢 　 登 ㊞
監　　　査　　　役 尾 和 慶 襯 ㊞
監　　　査　　　役 西 村 敏 行 ㊞
監　　　査　　　役 酒 井 信 喜 ㊞

（注）監査役尾和慶襯、監査役西村敏行及び監査役酒井信喜は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役
であります。
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貸　借　対　照　表
（平成31年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
完 成 工 事 未 収 入 金
有 価 証 券
販 売 用 不 動 産
未 成 工 事 支 出 金
材 料 貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具
備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
長 期 差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

31,138,514
6,644,772

102,715
150,228

18,207,054
50,087

3,456,367
611,487
16,646

100,000
62,977

1,756,896
△20,718

20,751,309
9,379,080
2,903,455

36,602
352,553
26,180
12,405

769,743
5,195,493

855
81,789

122,421
6,952

115,468
11,249,807
6,272,362
1,047,702

1,627
3,775,532

48,292
491,963
966,710
542,486

△1,896,869

流 動 負 債 21,175,165
支 払 手 形 5,974,217
工 事 未 払 金 7,522,744
開 発 事 業 等 未 払 金 35,211
リ ー ス 債 務 977
未 払 金 137,521
未 払 法 人 税 等 924,026
未 払 費 用 80,022
未 成 工 事 受 入 金 4,900,728
開 発 事 業 等 受 入 金 724
預 り 金 66,769
前 受 収 益 3,849
賞 与 引 当 金 319,657
役 員 賞 与 引 当 金 45,800
完 成 工 事 補 償 引 当 金 88,159
社 屋 建 替 損 失 引 当 金 229,678
そ の 他 845,076

固 定 負 債 544,824
繰 延 税 金 負 債 385,897
そ の 他 158,926
負 債 合 計 21,719,990

純 資 産 の 部
株 主 資 本 28,486,630
資 本 金 9,116,491
資 本 剰 余 金 2,535,245
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,535,245

利 益 剰 余 金 18,560,092
利 益 準 備 金 2,284,122
そ の 他 利 益 剰 余 金 16,275,969
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 199,621
特 別 償 却 準 備 金 109,462
繰 越 利 益 剰 余 金 15,966,884

自 己 株 式 △1,725,198
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,683,203
その他有価証券評価差額金 1,683,203
純 資 産 合 計 30,169,834

資 産 合 計 51,889,824 負 債 純 資 産 合 計 51,889,824
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損　益　計　算　書
(平成30年 4 月 1 日から
平成31年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

完 成 工 事 高 73,333,797
完 成 工 事 原 価 64,970,098

完 成 工 事 総 利 益 8,363,699
兼 業 事 業 売 上 高 1,123,385
兼 業 事 業 売 上 原 価 819,786

兼 業 事 業 総 利 益 303,599
総 売 上 高 74,457,182
総 売 上 原 価 65,789,884

売 上 総 利 益 8,667,298
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,236,647

営 業 利 益 4,430,651
営 業 外 収 益

受 取 利 息 57,340
受 取 配 当 金 135,793
為 替 差 益 2,063
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 777
雑 収 入 13,366 209,340

営 業 外 費 用
支 払 利 息 25,908
雑 支 出 6,213 32,121

経 常 利 益 4,607,870
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,214 1,214
特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 869
社 屋 建 替 損 失 引 当 金 繰 入 額 229,678
減 損 損 失 217,359
そ の 他 1,341 449,249

税 引 前 当 期 純 利 益 4,159,835
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,538,979
法 人 税 等 調 整 額 △105,745 1,433,234
当 期 純 利 益 2,726,601
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株主資本等変動計算書
(平成30年 4 月 1 日から
平成31年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本
合 計そ の 他

資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利益準備金
その他利益剰余金

利 益 剰 余 金
合 計固 定 資 産

圧 縮 積 立
金

特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

平成30年４月１日残高 9,116,491 5,062,997 5,062,997 2,284,122 199,621 164,194 13,785,079 16,433,018 △2,260,425 28,352,082
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △599,527 △599,527 △599,527
当 期 純 利 益 2,726,601 2,726,601 2,726,601
特別償却準備金の取崩 △54,731 54,731 － －
自己株式の取得 △2,000,526 △2,000,526
自己株式の処分 △2,527,752 △2,527,752 2,535,754 8,001
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額(純 額)

事業年度中の変動額合計 － △2,527,752 △2,527,752 － － △54,731 2,181,805 2,127,073 535,227 134,548
平成31年３月31日残高 9,116,491 2,535,245 2,535,245 2,284,122 199,621 109,462 15,966,884 18,560,092 △1,725,198 28,486,630

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産
合　計その他有価証券評価差額金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等

合　　　　　　計
平成30年４月１日残高 2,000,618 △1,877 1,998,740 30,350,823
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △599,527
当 期 純 利 益 2,726,601
特別償却準備金の取崩 －
自己株式の取得 △2,000,526
自己株式の処分 8,001
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額(純 額)

△317,415 1,877 △315,537 △315,537

事業年度中の変動額合計 △317,415 1,877 △315,537 △180,988
平成31年３月31日残高 1,683,203 － 1,683,203 30,169,834
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法
②　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法
③　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等による時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法
⑵　デリバティブ　　　　　　　　　　時価法
⑶　たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金　　　　　　　　個別法による原価法
販売用不動産　　　　　　　　　個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法により算定）
開発事業等支出金　　　　　　　個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法により算定）
材料貯蔵品　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法により算定）

⑷　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産(リース資産を除く）

　　　定率法によっています。ただし、建物（附属設備は除く）ならびに平成28年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物、賃貸用不動産は定額法によっています。なお、耐
用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。
　　なお、主な耐用年数は次のとおりです。
　　建物及び構築物　　　　　２～50年
　　機械装置及び運搬具　　　２～17年
　（少額減価償却資産）
　　取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採

用しています。
②　無形固定資産（リース資産を除く）
　　定額法を採用しています。
　　なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づ

いています。
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③　リース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

⑸　引当金の計上基準
①　貸倒引当金
　　債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。
②　賞与引当金
　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上して

います。
③　役員賞与引当金
　　役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しています。
④　完成工事補償引当金
　　完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来

の見積補償額に基づいて計上しています。
⑤　工事損失引当金
　　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が

見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を
計上しています。

⑥　退職給付引当金
　ⅰ　退職給付見込額の期間帰属方法
　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっています。
　ⅱ　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　　　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により費用処理しています。
　　　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理しています。

⑦　社屋建替損失引当金
　　当社の本社建替に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見積った建替関連の損失
　見込額を計上しています。
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⑹　重要な収益及び費用の計上基準
　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められ
る工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工
事については工事完成基準を適用しています。
　なお、工事進行基準による完成工事高は、71,934,002千円です。

⑺　重要なヘッジ会計の方法
　①　ヘッジ会計の方法
　　　　繰延ヘッジ処理によっています。
　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　海外工事における必要資金の調達について先物為替予約を利用しています。これに
よりキャッシュ・フローが固定され、円安方向への為替変動による工事収支の悪化を
回避しています。

　③　ヘッジ方針
　先物為替予約の締結は、稟議決裁を受けた後にこれを行い、以後の契約の実行及び
管理は経理部において行われています。

　　④　ヘッジの有効性評価の方法
　　　　　為替予約については、ヘッジ手段とヘッジ対象が同一通貨であることから為替相場
　　　　の変動によるキャッシュ・フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、有
　　　　効性の評価を省略しています。

⑻　退職給付に係る会計処理
　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処

理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっています。
⑼　消費税等に相当する額の会計処理

　税抜方式によっており、控除対象外の消費税及び地方消費税は、当期の費用として処
理しています。
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２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 5,416,833千円
⑵　住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設瑕疵担保保証金として、下記の資産を供託してい

ます。
有価証券 50,087千円
投資有価証券 108,916千円

⑶　関係会社に対する金銭債権または金銭債務
短期金銭債権 139,190千円
長期金銭債権 3,755,750千円
短期金銭債務 3,910千円
長期金銭債務 716千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
　売上高 9,264千円
　売上原価 39,040千円
　販売費及び一般管理費 85,684千円
営業取引以外の取引高
　営業取引以外の収益
　　利息の受取
　　その他

56,247千円
52,732千円
3,515千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数 544,279株
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５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産の発生の主な原因

固定資産評価損 808,165千円
貸倒引当金 692,351千円
関係会社株式評価損 382,241千円
有価証券評価損 155,608千円
販売用不動産評価損 305,531千円
その他 655,580千円

繰延税金資産小計 2,999,478千円
評価性引当額 △2,405,560千円

繰延税金資産合計 593,917千円
⑵　繰延税金負債の発生の主な原因

固定資産圧縮積立金 △87,438千円
その他有価証券評価差額 △694,577千円
特別償却準備金 △47,947千円
前払年金費用 △149,852千円

繰延税金負債合計 △979,815千円
繰延税金資産（負債）の純額 △385,897千円

６．関連当事者との取引に関する注記
関係会社等

種 類 会 社 等
の 名 称 所在地 資本金 事 業 の

内 容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連
当事者

との関係
取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子 会 社

サ ク ラ ハ
ノ イ プ ラ
ザ イ ン ベ
ス ト メ ン
ト カ ン パ
ニ ー リ ミ
テ ッ ド

中 国
香 港

20,000
千US$

ホ テ ル
事 業 へ
の投資

所有直接
99.50％

資金
援助

役員の
兼任

- - 長期貸付金 3,711,750

利息の受取 51,036 - -

（注）取引条件及び取引条件の決定方針
　　　　サクラハノイプラザインベストメントカンパニーリミテッドへの長期貸付金に係る金
　　　利について、市場金利を勘案して決定しています。また、長期貸付金に対し､
　　　1,855,875千円の貸倒引当金を計上しています。
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７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 4,794円51銭
１株当たり当期純利益 470円07銭

　平成30年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行ったため、当事業
年度の期首に当該株式併合が行われたものと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり
純資産額を算定しています。

８.表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）
を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰
延税金負債は固定負債の区分に表示しています。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
令 和 元 年 ５ 月 20 日

北 野 建 設 株 式 会 社
取締役会 御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 村 田 征 仁 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮之原　大　輔 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、北野建設株式会社の平成30年４月１日か
ら平成31年３月31日までの第74期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　 剰余金処分の件
　　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　　期末配当に関する事項
　　第74期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業展開等を勘

案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。
　①　配当財産の種類

　　金銭といたします。
　②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　当社普通株式１株につき金100.0円といたしたいと存じます。
　　なお、この場合の配当総額は629,257,400円となります。

　③　剰余金の配当が効力を生じる日
　令和元年６月24日といたしたいと存じます。
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第２号議案　 監査役４名選任の件
　　本総会終結の時をもって監査役　滝沢登、尾和慶襯、西村敏行、酒井信喜の各氏が任期満
　了となります。つきましては、あらためて監査役４名の選任をお願いするものであります。
　　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

１

滝 沢 　 登
(昭和24年６月２日生)

昭和43年 4 月 大阪銀行入行

200株

昭和48年４月 当社入社　大阪支店総務部経理課
平成14年５月 当社東京本社経理部長
平成18年４月 当社経理本部副本部長
平成20年４月 当社監査室長兼内部統制室長
平成23年４月 当社監査室付理事
平成23年６月 当社常任（常勤）監査役（現任）

【監査役候補者とした理由】
　滝沢登氏は、当社入社以来、主に当社の経理・監査部門に携わり、豊富な業務経験と財務・会計
に関する深い知見を有しております。また、平成23年より当社及びグループ会社の監査役に就任
し、その役割を適切に果たしてきました。以上のことから、当社の取締役の職務執行を監査する監
査役として適切な人材であると判断したため、引き続き選任するものであります。なお、同氏は、
本定時株主総会終了後に開催される監査役会において、常任（常勤）監査役として選定される予定
であります。

2

尾 和 慶 襯
(昭和17年４月６日生)

昭和47年 3 月 税理士登録（関東信越税理士会上田支部)
尾和税経事務所入所

180株

平成13年10月 尾和税経事務所長
平成15年４月 関東信越税理士会副会長

関東信越税理士会長野県支部連合会会長
平成15年７月 日本税理士連合会理事
平成16年６月 当社監査役（現任）
平成17年１月 税理士法人尾和税経事務所代表社員（現 社員）

（現任）
平成19年４月 関東信越税理士会相談役（現任）

【社外監査役候補者とした理由】
　尾和慶襯氏は、税理士として長い経験の中で培われた税務会計関係の専門知識や高い知見を有し
ております。同氏はこれまでも監査役としての職務を適切に遂行されており、今後も客観的・専門
的な視点から、当社の経営に対して有益なご意見やご指摘をいただきたいと考え、引き続き社外監
査役として選任するものであります。なお、同氏は、過去において社外役員になること以外の方法
で、会社経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役としての職務を適切
に遂行いただけるものと考えております。

－ 49 －



候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

3

酒 井 信 喜
(昭和26年２月24日生)

昭和49年４月 ㈱八十二銀行入行

-株

平成17年６月 同行執行役員システム部長
平成20年６月 同行常勤監査役
平成24年６月 ㈱長栄　代表取締役社長

㈱長野バスターミナル　代表取締役社長
平成27年６月 当社監査役（現任）

【社外監査役候補者とした理由】
　酒井信喜氏は、金融機関において長年にわたり財務・会計に関する業務に従事し、企業経営者と
しても豊富な経験と知見を有しております。同氏はこれまでも監査役としての職務を適切に遂行
されており、今後も客観的・専門的な視点から、当社の経営に対して有益なご意見やご指摘をいた
だきたいと考え、引き続き社外監査役として選任するものであります。

4
（新任）

西 田 　 孝
(昭和28年９月28日生)

昭和51年４月 ㈱三菱銀行（現 ㈱三菱ＵＦＪ銀行）入行

-株

平成15年６月 三菱証券㈱（現 三菱UFJモルガン・スタンレー
証券㈱）常務執行役員
フィクストインカム本部長

平成16年６月 ㈱東京三菱銀行（現 ㈱三菱ＵＦＪ銀行）
執行役員　資金証券部長

平成18年１月 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行（現 ㈱三菱ＵＦＪ銀行）
執行役員　円貨資金証券部長

平成19年６月 三菱ウェルファーマー㈱（現 田辺三菱製薬㈱）
非常勤監査役
三菱化学㈱　監査役
㈱三菱ケミカルホールディングス　常勤監査役

平成29年４月 田辺三菱製薬㈱　監査役
平成30年６月 ㈱百五銀行　監査役（現任）

【社外監査役候補者とした理由】
　西田孝氏は、金融機関において長年にわたり財務・会計に関する業務に従事し、豊富な業務経験
と財務・会計に関する深い知見を有しております。また、これまでにも他社の監査役を歴任されて
いることから、同氏が培ってきたビジネス経験や監査役としての客観的な視点を当社監査体制の強
化に生かしていただきたいと考え、社外監査役として選任するものであります。

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
　　　２．社外監査役候補者に関する会社法施行規則第76条第４項に定める事項の内容
　　　　　①　尾和慶襯、酒井信喜、西田孝の各氏は、社外監査役候補者であります。
　　　　　②　尾和慶襯氏は当社監査役に就任後の在任年数が15年であります。
　　　　　　　酒井信喜氏は当社監査役に就任後の在任年数が４年であります。

　　　　　　　　以　上
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